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１ 中期経営計画における事業戦略とビジネスモデル 
 
＜事業の全体像＞ 

当社の中核事業領域である iPS 細胞は、山中伸弥教授によるヒト iPS 細胞の発明以降、世界

中で研究が盛んに行われております。 
 最近では、iPS 細胞を活用した病態解明や再生医療への応用など、実用的な研究開発が多く

行われるようになりました。2017 年には、希少難病の患者から作製した iPS 細胞を活用して

病態を解明し、新薬候補の治験へつなげた事例が報告され、さらに、再生医療に関しても、iPS
細胞を使った加齢黄斑変性およびパーキンソン病に関する臨床研究および治験が行われてお

ります。 
 当社では、前者のように iPS 細胞を病態解明や創薬研究に使用する事業を「研究支援事業」、

後者の再生医療を「メディカル事業」と位置づけ、２つのセグメントに分け、推進しておりま

す。 
 現時点では、研究支援事業の売上が 80%以上を占めており、今後とも、短中期的な主力事業

としてグローバルに推進してまいります。一方、メディカル事業では、現在、脊髄小脳変性症

を対象とした再生医療製品 Stemchymal®（以下、ステムカイマル）および、横断性脊髄炎お

よび筋萎縮性側索硬化症（ALS）等の中枢神経系疾患を対象とした iPS 神経グリア細胞の研究

開発を進めております。これら再生医療製品は中長期的な成長事業として、積極的な投資を行

い、早期の製造販売承認の取得を目指します。 
 
当社の基本事業戦略を下記にまとめます。 
 
（1） 積極的なグローバル化の推進 

 当社では、日本に加え、米国、欧州、インドにも拠点を保有しております。いずれの拠点

も、販売、製造、研究開発の機能を有しており、各拠点が有機的に連携しながらグループシ

ナジーを追求しています。 
 営業では、各拠点がそれぞれの地域の顧客をカバーしており、時差や言語の壁なく営業活

動を推進しております。日本市場に加え、バイオ業界における最大の市場である米国、それ

に続く欧州、さらに世界人口第２位を誇るインドの４拠点をカバーすることで、ターゲット

顧客である世界中の多くの大学/公的研究機関および製薬企業等にアクセスが可能になりま

した。各地域で製造している製品やサービスを別の地域で販売するクロスセルも積極的に

推進しており、引き続き、各地域において営業活動を強化してまいります。 
  
 

（2） 研究支援事業とメディカル事業による継続的成長モデル 
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 研究支援事業では、大学/公的研究機関および製薬企業等を顧客として、研究試薬や細胞

などの研究用製品および iPS 細胞作製受託などのサービスを提供しております。研究用途

であるため、医薬品のような製造販売承認は必要とされず、新しい技術を比較的短期間で事

業化し収益を上げることができます。 
 現在、世界中の製薬企業では、動物愛護の観点や、ヒトと動物の種の違いによる試験結果

の差といった問題点などから「動物実験からヒト細胞実験」への大きなシフトが進んでいま

す。今後、ヒト細胞実験が普及することで、これまで十数年かかっていた新薬開発のプロセ

スが大幅に短縮され、さらに、従来と比べて性能の高い新薬が開発できることが期待されて

います。中でもヒト iPS 細胞はその中心的存在として注目を集めており、例えば、アルツハ

イマー病患者の血液から作製した iPS 細胞を研究で使うことで、アルツハイマー病の病態

解明および新薬開発が加速されると期待されています。 
 当社では、iPS 細胞を中心とした幅広い「ヒト細胞ビジネスプラットフォーム」を保有し

ており、競争優位性の高い製品やサービスを世界中で展開し短中期の収益の柱として推進

しております。 
 メディカル事業では、再生医療および臨床検査を実施しております。再生医療に関しては、

上市までに臨床試験を行い製造販売承認を取得する必要があるため、研究支援事業より事

業化に時間が必要とされますが、日本では 2014 年の法改正により、世界で最も再生医療の

産業化に適した環境が整いつつあります。「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性

の確保等に関する法律（通称 薬機法）」では、治験において安全性が確認され、有効性が

推定された再生医療等製品に対して早期承認（条件・期限付き承認）を与えることが可能に

なりました。これにより、患者様に対して新たな治療機会を早期に提供すると共に、治験期

間の短縮や治験費用の削減が期待できます。 
 また、経済産業省の報告書（「平成 29 年度我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤

整備 「根本治療の実現」に向けた適切な支援のあり方の調査」）によると、再生医療産業

のグローバルでの市場規模は 2030 年で約５～10 兆円となっており、今後、巨大市場に成

長することが見込まれています。 
 このように、再生医療を中長期的な成長事業と位置づけ、早期の製造販売承認の取得を目

指します。 
 短中期的な収益の柱である「研究支援事業」と、中長期的な成長事業である「メディカル

事業」の両方を組み合わせることで、短期→中期→長期と、継続的な成長を目指します。 
 

（3） 最先端技術による継続的な技術優位性の確保 
  iPS 細胞は世界中で研究開発競争が繰り広げられており、飛躍的に技術が進歩してきまし

た。当社は、引き続き技術開発を積極的に推進することで競争力の強化を図ってまいります。

また、リプロセルグループ内の各要素技術を組み合わせ、シナジーを追求することで競争優

位性の高い新規ビジネスの開発を行ってまいります。引き続き、世界中のトップ大学および

企業等とのコラボレーションを通じて、世界最先端の技術を積極的に開発・導入してまいり

ます。 
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事業セグメントと成長戦略 

 
２ 当中期経営計画提出時点における前事業年度の総括 
 前事業年度の総括について、以下セグメント別にまとめます。 
ａ．研究支援事業 
 研究支援事業では、大学/公的研究機関および製薬企業等の研究所を顧客として、研究試薬や

細胞などの研究用製品および iPS 細胞作製受託などのサービスを提供しております。最先端技

術を集約した製品・サービスを上記研究機関に提供することで、最終的には画期的な新薬や治

療法の開発に貢献して参ります。 
 当社では、第３世代 RNA リプログラミング技術など、ヒト iPS 細胞に関する世界最先端の

技術プラットフォームを保有しており、さらに、がん細胞やヒト組織を医療機関から調達する

幅広いネットワークも保有しております。これら技術優位性の高い「ヒト細胞ビジネスプラッ

トフォーム」を最大限活用することで、「動物実験からヒト細胞実験」へのシフトを先取りし

た事業を進めております。具体的には、iPS 細胞研究用の研究試薬類、患者の組織から iPS を

作製する病態モデル細胞の作製、ヒト組織を用いた新薬の薬効薬理評価、ヒト生体試料のバン

キングなどがあります。このように、ヒト細胞に関する最先端の製品・サービスを幅広く提供

している点が当社の最大の強みになります。 
 
 前事業年度では、新規事業として、2018 年 10 月、遺伝子改変サービスを当社の投資先であ

る GenAhead Bio 社と共同で開始いたしました。同社は、ゲノム編集技術の専門家チームであ

り、高精度かつ高効率にゲノム編集ができる独自技術「SNIPER」を保有しております。最先

端のゲノム編集技術として注目されている CRISPR/Cas9 の精度および効率を飛躍的に向上す

るための付加技術であり、従来では困難であった難易度の高い遺伝子改変サービスを提供する

ことができます。遺伝子改変細胞は創薬スクリーニングなど製薬企業で幅広いニーズがあり、

今後これらのサービスを重点的に展開してまいります。 
また、株式会社ファンケルと共同でヒト iPS 細胞由来の感覚神経細胞の開発に成功し、2018

年 10 月より、新規の受託製造サービスとして開始いたしました。 
さらに、2018 年４月に Bioserve Biotechnologies India Pvt. Ltd.を買収したことで、次世代
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シーケンシング受託ビジネスを、新規事業領域として追加いたしました。次世代シーケンシン

グは、遺伝子解析を大量かつ高速に行う新規技術であり、今後、疾患 iPS 疾患細胞の遺伝子解

析などへの応用を進めてまいります。 
 
 このように、前事業年度は、地域的にも技術的にも積極的に事業を拡大いたしました。地域

的には、従来の日本、米国、欧州に加えて、インドを含む４拠点とし、技術的にも、iPS 細胞

技術、ヒト細胞の調達能力、創薬スクリーニング技術に加え、新たに、遺伝子改変技術、次世

代シーケンシング技術を加えました。今後とも、当社グループでは研究支援事業を短中期事業

の収益の柱として積極的に推進してまいります。 
 
ｂ．メディカル事業 
 再生医療分野においては、ヒト体性幹細胞やヒト iPS 細胞の臨床応用を目指した研究が世界

中で盛んにおこなわれており、将来、再生医療製品がグローバルで巨大産業に成長することが

見込まれています。 
 特に iPS 細胞は、体の様々な細胞に分化させる事が可能であることから、有効な治療法のな

い難病に対する臨床応用に大きな期待が寄せられています。iPS 細胞を医療に応用する場合の

最大の技術課題は安全性の確保ですが、当社では、遺伝子変異リスクを最小化し、外来遺伝子

やウイルス残存リスクのない、高品質で臨床応用に適した iPS 細胞を作製する「RNA リプロ

グラミング技術」を開発・保有しております。特に、遺伝子変異につながる染色体異常の発生

する頻度は、他の iPS 細胞作製法と比べて顕著に低いことが論文でも報告されており、現在最

も臨床に適した最新の iPS 細胞作製技術だと言えます。 
メディカル事業では下記の再生医療製品の開発を進めております。 

 

 
 
(a) 体性幹細胞製品 ステムカイマル 
 ヒト細胞加工製品 ステムカイマルは台湾の Steminent Biotherapeutics Inc.（以下、ステミ

ネント社）が開発した再生医療製品であり、当社は脊髄小脳変性症を対象とした日本における

独占的商業ライセンス契約を締結しております。 
 2018 年７月に、独立行政法人医薬品医療機器総合機構（PMDA）に提出した、脊髄小脳変

性症を対象とした日本における治験計画届について、所定の審査が終了いたしました。これに

より、当社は今後日本においてステムカイマルの第 II 相臨床試験の実施が可能となり、治験を

実施する国内の医療機関と所定の契約締結に向けた準備を進めるとともに、日本の制度を活用

した早期の承認取得を目指してまいります。また、2018 年 12 月に厚生労働省による大臣承認

を経て、希少疾病用再生医療等製品として指定されました。これにより、今後、開発に係る経

費の助成金（最大 50%）、優遇税制措置、および優先審査等の支援措置を受けることができま

す。 
 一方、ステミネント社は、台湾において当該疾患を対象としたステムカイマルの第 II 相臨床

試験を進めております。また、2018 年７月に米国においてもステムカイマルの治験申請（IND）
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が米国食品医薬品局（FDA）より承認されており、米国でも今後治験が進められます。 
 脊髄小脳変性症は、小脳や脳幹、脊髄の神経細胞が変性してしまう事により、徐々に歩行障

害や嚥下障害などの運動失調が現れ、日常の生活が不自由となってしまう原因不明の希少疾患

です。ステムカイマルによる同疾患による症状の進行抑制効果が期待されています。 
当社では、病気と闘っている患者様へ少しでも早く新しい治療法が届けられるよう、本プロ

ジェクトを積極的に推進してまいります。 
 
(b) iPS 神経グリア細胞製品 
 iPS 細胞から神経グリア細胞を作製し、中枢神経系疾患に対する iPS 細胞再生医療製品とし

て開発を行っております。本プロジェクトを加速させるため、2018 年４月に、米国 Q 
Therapeutics Inc.（キューセラピューティクス、以下、Q セラ社）との間で合弁会社「株式会

社 MAGiQ セラピューティクス」を設立いたしました。Q セラ社は中枢神経系の再生医療に特

化したベンチャー企業であり、Q セラの創業者である Mahendra Rao 博士はアメリカ国立衛

生研究所(NIH)再生医療センターの初代ディレクターも務めた、神経幹細胞の世界的に著名な

研究者です。合弁会社では、当社の iPS 細胞技術と Q セラ社の中枢神経系の技術を組み合わ

せることで、iPS 細胞由来神経グリア細胞の開発を加速してまいります。 
 さらに、本プロジェクトの研究開発を加速させるため、2018 年 12 月、湘南ヘルスイノベー

ションパークに入居し、湘南研究所を開設いたしました。本研究所では主に前臨床試験を実施

する予定です。 
 
 また、メディカル事業では、これらの再生医療に加え、臓器移植に関連した臨床検査の受託

サービスも行っております。当社の主力検査項目である臓器移植後の抗 HLA 抗体検査が 2018
年４月１日より保険収載となりました。当社の登録衛生検査所は、日本組織適合性学会により

「認定組織適合性検査登録施設」へ認定されており、医療機関が当該臨床検査の外部委託を検

討する際の、重要な要素をクリアしております。これにより、前事業年度は、検査依頼数、売

上とも大幅に増加いたしました。 
 
３ 今後の見通し並びにその前提条件 
 2020 年３月期の業績につきましては、売上高 1,434 百万円（前期比 31.8％増）、営業損失

756 百万円（前期は 781 百万円の損失）、経常損失 687 百万円（前期は 627 百万円の損失）、

親会社株主に帰属する当期純損失 687 百万円（前期は 601 百万円の損失）を見込んでおりま

す。 
連結経常損失、連結当期純損失の予想額は、為替を一定の水準として推移することとして

策定しており、為替損益を業績予想に織り込んでおりません。本業績見通しにおける外国為

替レートは、１米ドル＝110 円、１英ポンド＝140 円、１印ルピー＝1.65 円を前提としてお

ります。 
 
以下、両事業の今後の見通しと前提条件についてまとめます。 

 
（1） 研究支援事業 
 前事業年度は、インドの企業 Bioserve Biotechnologies India Pvt. Ltd.の買収によるインド

市場への進出、および GenAhead Bio 社への戦略的投資および業務提携等により、地域的にも

技術的にも大きく事業拡大を行いました。今後とも、グローバル化の推進と技術基盤の強化の

２つをより一層推進することで、研究支援事業を拡大してまいります。 
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(1-a) グローバルでの事業拡大 
地域的には、従来の日本、米国、欧州に加えて、新たにインドを含む４拠点とし、それぞれ

の地域の顧客をカバーできる体制を構築しました。日本市場に加え、バイオ業界における最大

の市場である米国、それに続く欧州、さらに世界人口第２位を誇るインドの４拠点をカバーす

ることで、ターゲット顧客である世界中の多くの大学/公的研究機関および製薬企業等の研究所

にアクセスが可能になりました。引き続き、各地域において営業活動を強化してまいります。 
 
(1-b) 技術基盤の強化と競争優位性の確保 
技術的には、新たに次世代シーケンス技術を使った遺伝子解析サービスおよび

CRISPR/Cas9 技術を使った遺伝子改変サービスを開始いたしました。これらの新たなサービ

スは、日本だけでなく、グローバルに展開してまいります。これら２つの新たなサービス・技

術は、当社が従前から保有する技術と優れた補完関係にあり、より技術優位性の高い「ヒト細

胞ビジネスプラットフォーム」を構築しています。例えば、遺伝子改変技術を用いることで、

疾患遺伝子を導入した疾患 iPS 細胞を作製し、さらに、遺伝子の異常を次世代シーケンスで解

析することができます。これら、オールインワンサービスにより、付加価値の高いサービスを

顧客に提供してまいります。また、コアテクノロジーである iPS 細胞に関しては、日本、米国、

欧州の 3 拠点にラボを開設し技術共有を行い、各地で同等のサービスを提供できるようになり

ました。これにより、各拠点の顧客と密な関係を構築してまいります。 
さらに、2019 年４月に、REPROCELL USA で品質管理の国際基準の１つである国際標準

化機構 ISO9001:2015 の認証を取得いたしました。今後、本規格に基づき、高品質な製品・サ

ービスを提供してまいります。 
 
 以上、技術優位性の高いサービスおよび製品を日本、米国、欧州、インドの４拠点で同時に

提供し、受注を拡大してまいります。 
 
（2） メディカル事業 
 メディカル事業では、当社の技術的優位性の高い iPS 細胞を用いた iPS 神経グリア細胞、お

よび、既に台湾で治験が進んでいる体性幹細胞のステムカイマルの２つの再生医療製品の臨床

開発を実施し早期の承認取得を目指します。さらに、臨床応用可能な iPS 細胞のバンキング事

業など、プラットフォームビジネスも展開してまいります。 
 
 (2-a) 再生医療製品の開発加速と早期承認 
ステムカイマルに関しては、2018 年７月に、独立行政法人医薬品医療機器総合機構（PMDA）

に提出した、脊髄小脳変性症を対象とした日本における治験計画届について、所定の審査が終

了いたしました。これにより、日本においてステムカイマルの第 II 相臨床試験の実施が可能と

なりました。今後、早期に治験を開始し、日本の制度を活用した早期の承認取得を目指します。 
一方、iPS 神経グリア細胞に関しては、前臨床試験の段階ではありますが、Q セラ社が保有

する神経幹細胞のデータおよび知見を活用することで開発を加速し、早期の臨床試験の開始を

目指します。Q セラ社は、神経幹細胞を用いて、横断性脊髄炎および筋萎縮性側索硬化症（ALS）
を対象として、すでに、米国において米国食品医薬品局（FDA）より治験申請（IND）の承認

を得ております。これらの知見を iPS 神経グリア細胞に適用することで、日本で、早期の臨床

試験の開始を目指します。 
2019 年４月に、神奈川県が川崎市殿町地区に設置したライフイノベーションセンター（LIC）

内に再生医療用の細胞加工を行う「殿町・リプロセル再生医療センター」を新たに開設いたし

ました。今後、同センターで、前臨床試験及び臨床試験に用いる iPS 神経グリア細胞の開発製
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造を行ってまいります。 
iPS 神経グリア細胞に関して、当初は、横断性脊髄炎および筋萎縮性側索硬化症（ALS）を

対象疾患としてスタートしますが、その後、脊髄損傷、多発性硬化症、パーキンソン病など、

より市場規模の大きな中枢神経系疾患への適用拡大を目指します。 
 
(2-b) 再生医療事業の国際展開 

再生医療に関する規制は、各国で異なっており、国際展開する際のハードルの１つとなって

います。当社では、日本、米国、英国に iPS 細胞用のラボを保有しており、それぞれの地域の

規制に対応した再生医療製品の開発が可能となっています。iPS 神経グリア細胞は、まずは、

日本において、臨床試験を進める予定ですが、今後米国や欧州への展開も検討してまいります。 
また、iPS 神経グリア細胞の出発原料となる iPS 細胞に関しても、医療機関および再生医療

企業にライセンスする臨床用細胞をバンキングするビジネスを計画しております。iPS 細胞は、

既に加齢黄斑変性、パーキンソン病で臨床研究および臨床試験が進んでおり、今後、臨床応用

可能な原料細胞への需要が高まると見込んでおります。 
当社の日本、米国、英国のチームが連携することで、日米欧３極に対応した臨床用 iPS 細胞

を殿町・リプロセル再生医療センターを拠点に開発してまいります。また、英国でも、2018 年

７月に、英国ビジネス・エネルギー・産業戦略省下の Technology Strategy Board による補助

金 Medicines manufacturing round 2: challenge fund を取得しており、現在、臨床用 iPS 細

胞の製造技術の開発を行っております。 
 
今後とも、当社では再生医療を中長期の成長事業として積極的に推進してまいります。 
 
４ 今期の業績予想及び今後の業績目標 
（１）売上・損益目標 
【連結】                             （単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

2020 年３月期 

（予想） 
1,434 △756 △687 △687

2021 年３月期 

（目標） 
1,919 △520 △401 △401

2022 年３月期 

（目標） 
2,586 △32 100 100

※外国為替レートは、１米ドル＝110 円、１英ポンド＝140 円、１印ルピー＝1.65 円、を想定

しております 
 
（２）業績予想及び業績目標の前提条件・数値根拠 
①売上高 

2022 年３月期までは、売上の大部分を研究支援事業で見込んでおり、メディカル事業で

は臨床検査のみを見込んでおります。再生医療製品のステムカイマルに関しては 2023 年

３月期に承認申請を行う予定です。 
 
研究支援事業に関しては、iPS 細胞受託サービスを事業の柱として推進してまいりま

す。iPS 細胞の研究は、大学/公的研究機関による基礎研究から、製薬企業による創薬研究

に広がっております。大学等では研究試薬を購入し大学内で研究を行うことが一般的です

が、製薬企業では研究開発の一部をサービスとして外注する傾向にあるため、当社では、
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今後、これら iPS 細胞受託サービスを重点的に推進してまいります。 
当社では、iPS 細胞の上流から下流まで必要とされる全ての技術を保有しており、オー

ルインワンサービスとして展開することで、競争優位性の高いサービスを提供してまいり

ます。 
iPS 細胞では、（1）血液や皮膚などのドナー細胞の調達、（2）iPS 細胞を作製するリプ

ログラミング、（3）神経、心筋などへの分化誘導、（4）遺伝子改変、（5）薬効評価など、

様々な技術要素が必要とされます。当社では、（1）から（5）までの全ての技術を保有し

ており（遺伝子改変については GenAhead 社との協業）、これらを組み合わせることで付

加価値の高いサービスを提供してまいります。 
地域としては、市場規模の大きい米国、欧州、日本の優先順位で営業活動を推進してま

いります。 
 臨床検査においては、2018 年４月より、臓器移植後の検査として抗 HLA 抗体検査が新た

に保険収載されたため、今後とも売上の増加を見込んでおります。 
 
さらに、現在の技術プラットフォームを活かした新規ビジネスについても積極的に取り

組んでまいります。 
iPS 細胞に関しては、日本・米国・欧州の３極の規制に対応した臨床用 iPS 細胞を開発

して、それを広く医療機関および再生医療企業にライセンスする新規ビジネスを予定して

います。最先端の「RNA リプログラミング技術」を用いて、従来課題と言われていた、

遺伝子変異やウイルス残存のリスクを大幅に低減する臨床用 iPS 細胞を開発してまいりま

す。 
 

②営業利益 
（ⅰ）研究開発費 

研究開発費は、研究支援事業とメディカル事業に分けられます。前者は継続的に競争優位

性を確保し新製品・サービスを開発するための投資、後者はステムカイマルおよび iPS 神経

グリア細胞に係わる前臨床・臨床開発への投資となります。 
  
【研究開発費】         （単位：百万円） 

 金額 
2020 年３月期（予想） 504
2021 年３月期（目標） 568
2022 年３月期（目標） 505

 
a. 研究支援事業における研究開発費 
今後、事業の柱として成長を見込んでいる iPS 細胞受託サービスに係わる研究開発に重点

的に投資を行います。また、研究支援事業で開発した最先端の技術をメディカル事業の再生

医療に応用することも目的としています。 
研究開発費は重要な投資ではありますが、その投資額は研究支援事業の売上高および収益

状況を勘案して適切な水準を保ってまいります。 
また、これまでと同様、国の補助金を有効活用し研究開発を行っていく予定です。現在、

公的助成金を受けているものは、国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）の「再

生医療の産業化に向けた評価基盤技術開発事業（再生医療技術を応用した創薬支援基盤技術

の開発）」および、スコットランド開発公社による補助金（RSA グラント）となっておりま

す。 
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b. メディカル事業における研究開発費 

 再生医療製品ステムカイマルの日本における第 II 相臨床試験の治験費用を見込んでおり

ます。ステムカイマルはステミネント社で製造されるため、当社では製造に係わる投資は必

要としません。また、ステムカイマルは希少疾病用再生医療等製品として指定されているた

め、開発に係る経費の助成金（最大 50%）および優遇税制措置を有効活用してまいります。 
 iPS 神経グリア細胞に関しては、前臨床/臨床試験のための研究開発費を見込んでおります。 
臨床試験に用いる iPS 神経グリア細胞の開発製造を「殿町・リプロセル再生医療センター」

で行うため、同センターに係わる費用も含んでおります。 
上記の再生医療製品に関しては、早期の承認を得ることを目的として積極的な投資を行

ってまいります。 
 
（ⅱ）販売費および一般管理費等 
（販売費） 
市場規模の大きな日本、米国、欧州の３拠点を中心として、引き続き営業力を強化するため、

営業人員の採用を進めてまいります。さらに、インドの営業力を強化するための人員も確保し

てまいります。 
国内および海外の主要な学会への出展、ウェブサイトの整備、各種の販売促進キャンペーン

等も継続し、認知度のアップとブランド力の強化に努めてまいります。 
 
（一般管理費） 
経営管理については、効率の良いオペレーションを行うことで、費用対効果を高めてまいり

ます。また、内部管理体制の強化や適切な開示体制を確保するため、これまでと同様、適切な

管理体制を維持し、適時適切な人員の採用、必要なインフラやシステム等の導入をおこなって

まいります。 
 
③経常利益 
 当社グループは、現在売上高の約６割を海外での売上が占めており、為替レートの変動によ

る経常利益の変動が想定されます。最近の為替レートの変動を勘案し、為替レートは１米ドル

＝110 円、１英ポンド＝140 円、１印ルピー＝1.65 円を想定して当中期経営計画を作成してお

ります。 
 また、研究開発に係る公的補助金については、各公的補助金の規定および契約等に基づき各

国の会計基準に照らし合わせ、計上すべき時点において収益として計上しております。 
 

以 上 


